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令和３年度定期監察の監察事項、対象機関及び実施方法

◆ 令和３年度定期監察スケジュール
令和３年３月 令和３年度監察基本計画決定（国土交通大臣決定）

令和３年１０月～４年３月 現地監察及び監察結果の講評

令和４年３月 報告書とりまとめ、報告書公表

令和４年６月 対象機関より措置状況報告

◆ 監察事項
① 「新しい日常」への対応等も踏まえた働き方改革の一層の推進
② 職員が誇りを持ち、協力し、適正に職務を遂行する力強い職場づくり

◆ 対象機関
国土交通大学校

地方整備局（北陸、近畿、四国、九州）

北海道開発局

地方運輸局（北海道、北陸信越、近畿、四国、九州） ※ 計１１機関

◆ 実施方法
➣ 監察対象機関である本局、事務所等に対し、事前に調査票を送付し、回答及び関係資料を受領

➣ 監察対象機関において、担当者に対するヒアリング及び現地の取組状況（機密情報管理等）の確認をす

るとともに、局長、事務所長等の幹部職員に対するヒアリングを実施

➣ 監察終了後、後日Ｗｅｂ方式にて局長、副局長等の幹部職員に対し、監察結果を講評

（参考）令和２年度
国土技術政策総合研究所
地方整備局（東北、関東、中部、中国）
内閣府沖縄総合事務局（開発建設部、運輸部）

地方運輸局（東北、関東、中部、中国） ※ 計１０機関
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監察事項①：「新しい日常｣への対応等も踏まえた働き方改革の一層の推進に関する取組

◆ 監察のポイント

➣ 国土交通省においては、省を挙げた取組を強力かつ継続的に推進するため、「女性職員活躍とワークライフバラ
ンスの推進のための国土交通省取組計画（平成２７年１月２９日）（令和３年４月２３日一部改正）」（以下、
「省取組計画」という。）を策定し、これに基づいて総合的かつ計画的な取組を進めている。

➣ 令和３年度からの新たな省取組計画の目標達成に向けての取組状況、これまでの取組による効果、今後の見通し
等を把握するとともに、各部局における工夫された取組について組織全体で速やかに共有し、効果的な取組を普及
させることが重要である。

➣ 以上から、働き方改革に向けた職場環境整備に関する取組や女性職員活躍に関する取組について、監察を実施し
た。監察結果として、省取組計画の新たな目標達成に向け、各機関のおかれた状況を踏まえた取組が実施されてい
た。引き続き更なる取組が望まれる。

○ 国土交通省取組計画における数値目標について今年度監察対象機関の状況

(1) ワークライフバランス推進のための取組

監察対象の平均

（１１機関） 地方整備局等 地方運輸局 備　　　　考
※国交大含む （５機関） （５機関）

１２．８時間 １８．４時間 ８．７時間
　（８．２時間） （１７．５時間） （８．４時間）

１４．１日 １４．０日 １３．９日
（１４．１日） （１４．０日） （１３．３日）

男性職員の育児休業取得率 ３０％以上 １７．４％ ２２．１％ １２．６％
（１３％以上） 　（５．４％） （　８．０％）   （２．９％）

５．６日 ５．５日 ５．８日
（５．３日） （５．４日） （５．１日）

(2) 女性の活躍推進のための改革に関する取組

監察対象の平均

（１０機関） 地方整備局等 地方運輸局 備　　　　考
※国交大除く （５機関） （５機関）

女性の採用拡大 ３５％以上 ２６．２％ ２６．０％ ２６．５％ 令和３年度（常勤職員）

技術系女性職員の採用
技術系区分で
　３０％以上

  ９．７％ １７．５％ 　１．８％ 令和３年度（常勤職員）

女性登用（地方機関課長･本
省課長補佐相当職）

８．３％以上   ３．９％ 　２．８％ 　４．９％
令和３年７月１日現在
　※５G及び＆G職員を集計

取組計画上の項目と目標値

超過勤務縮減 月４５時間以下
職員１人あたりの月平均超過勤務時間
　※令和２年度（下段（　）内、元年度）

休暇取得促進 １５日
職員１人あたりの年間取得日数
　※令和２年（下段（　）内、元年）

（注）各項目の平均値は、各機関の平均値を平均した。

取得者数／取得対象者数　※令和２年（下段
（　）内、元年）　※１機関対象者なし。

男性職員の育児･出産休暇
取得日数

５日以上
取得休暇日数の合計／取得対象者数　※令和２年
（下段（　）内、元年）※１機関対象者なし。

取組計画上の項目と目標値
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監察事項①：「新しい日常｣への対応等も踏まえた働き方改革の一層の推進に関する取組
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（参考）平成３０年度から令和３年度の定期監察報告書における省取組計画数値目標の達成状況の推移
※参考値：各年度、監察対象機関が異なるため単純比較は出来ない。

平成３０年度報告書 令和元年度報告書 令和２年度報告書 令和３年度報告書

（１）超過勤務の縮減

○職員一人あたり１か月の残業時間 平成２９年度の状況 平成３０年度の状況 令和元年度の状況 令和２年度の状況

[平成３２年度までに週２０
時間超の職員割合０％]

［令和２年度までに週２０
時間超の職員割合０％］

［原則として月４５時間
以内とすること］

 ［原則として月４５時間以内］

   地方整備局等 （５機関）平均 ２２時間  （６機関）平均　２１時間 （５機関）平均 １８．５時間 （５機関)平均　１８．４時間

   地方運輸局 （３機関）平均 １３時間  （５機関）平均　１０時間  （４機関）平均   ９．１時間 （５機関）平均　　８．７時間

   対象全機関
 （８機関 平均 １９時間）
　        ※沖縄を除く。

 （１１機関平均　１６時間）
      （９機関平均  　１４．３時間）
　                  ※沖縄を除く。

 （１１機関 平均  １２．８時間）
              ※国交大含む。

（２）休暇取得の促進

○職員一人あたり取得休暇日数 平成２９年の状況 平成３０年の状況 令和元年の状況 令和２年の状況

[平成３２年までに１５日] ［令和２年までに１５日］ ［令和２年までに１５日］ ［令和７年度までに１５日］

   地方整備局等 （５機関）平均 １４日 （６機関）平均　１４日 （５機関）平均　１３．９日 （５機関）平均　１４．０日

   地方運輸局 （３機関）平均 １３日 （５機関）平均　１３日 （４機関）平均　１３．９日 （５機関）平均　１３．９日

   対象全機関
（８機関平均   １４日）

     ※沖縄を除く。
 （１１機関平均　１４日）

　（９機関平均　 １３．９日）
　          ※沖縄を除く。

（１１機関　平均１４．１日)
                 ※国交大含む。

（３）男性職員の出産・育児休暇取得

①育児休業の取得率

○取得者数／取得対象者数 平成２９年の状況 平成３０年の状況 令和元年の状況 令和２年の状況

［省取組計画上の目標］
[平成３２年まで
に１３％以上]

［令和２年まで
に１３％以上］

［令和２年まで
に１３％以上］

［令和７年まで
にを３０％］

   地方整備局等 （５機関） 平均 ５．２％  （６機関）平均　１１．６％  （５機関）平均　１０．９％  （５機関）平均　 ２２．１％

   地方運輸局 （３機関） 平均 ３．０％  （５機関）平均　　　　０％  （４機関）平均　１６．３％ 　（５機関）平均  １２．６％

   対象全機関
 （８機関   平均 ４．４％）
 ※２機関対象者なし。

    （１１機関平均 　６．４％）
    （９機関平均  １３．３％）

           ※沖縄を除く。
  （１０機関　平均　１７．４％）

      ※１機関対象者なし。

②配偶者出産休暇＋育児参加休暇取得日数

○取得休暇日数の
   合計／取得対象者数

平成２９年の状況 平成３０年の状況 令和元年の状況 令和２年の状況

［省取組計画上の目標］
[平成３２年まで
に合計５日以上]

［令和２年まで
に合計５日以上］

［令和２年まで
に合計５日以上］

［令和７年まで
に合計５日以上］

   地方整備局等  （５機関）平均  ３．３日  （６機関）平均   ３．４日  （５機関）平均　３．２日    （５機関）平均 ５．５日

   地方運輸局 （３機関） 平均  ３．４日  （５機関）平均 　２．８日  （４機関）平均　４．３日  　（５機関）平均 ５．８日

   対象全機関
  （８機関平均    ３．３日）

         ※沖縄を除く。
   （１１機関平均　３．１日）

    （９機関平均  ３．７日）
          ※沖縄を除く。

 （１０機関平均　 ５．６日)
  ※１機関対象者なし。

（４）女性職員の採用・登用

①新規採用職員における女性割合 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

［省取組計画上の目標］ [毎年度３０％以上] ［毎年度３０％以上］ ［毎年度３０％以上］ ［毎年度３５％以上］

   地方整備局等 （４機関）平均  ２７．０％  （６機関) 平均　２９．８％  （５機関）平均　３５．５％  （５機関）平均　２６．０％

   地方運輸局 （３機関）平均  ２５．８％  （５機関）平均　２１．８％  （４機関）平均　２５．５％ 　（５機関）平均　２６．５％

   対象全機関
   （７機関平均  ２６．５％）

         ※国交大除く。
  （１１機関平均　２６．２％）

   （９機関平均　  ３１．１％）
               ※沖縄を除く。

（１０機関  平均　２６．２％）
　　　　　　　　※国交大除く。

平成３０年度 令和元年度の状況 令和２年度の状況 令和３年度の状況

［省取組計画上の目標］
[平成３２年度末まで

に５．４％以上]
［令和２年度末まで

に５．４％以上］
［令和２年度末まで

に５．４％以上］
［令和７年度末まで

に８．３％以上］

   地方整備局等 （５機関） 平均 ２．９％ （６機関） 平均　２．６％ （５機関）平均　２．８％ （５機関）　平均　２．８％

   地方運輸局 （３機関） 平均 ４．２％       （５機関） 平均　４．３％　　　 （４機関）平均　７．２％ （５機関）　平均　４．９％

   対象全機関
（８機関平均    ３．４％）

        ※沖縄を除く。
（１１機関平均　３．４％）

　（９機関平均　　４．７％）
　　　　　　※沖縄を除く。

 （１０機関平均　　３．９％）
　             ※国交大除く。

《監察対象機関》

国土交通大学校、地方整備局（東
北、関東、中部、中国）、地方運輸局
（東北、関東、中国）、内閣府沖縄総
合事務局（開発建設部、運輸部）

国土地理院、地方整備局（北陸、近
畿、四国、九州）、北海道開発局、地
方運輸局（北海道、北陸信越、近
畿、四国、九州）

国土技術政策総合研究所、地方整
備局（東北、関東、中部、中国）、内
閣府沖縄総合事務局（開発建設部、
運輸部）、地方運輸局（東北、関東、
中部、中国）

国土交通大学校、地方整備局（北
陸、近畿、四国、九州）、北海道開発
局、地方運輸局（北海道、北陸信
越、近畿、四国、九州）

［省取組計画上の目標］

［省取組計画上の目標］

②地方機関課長、本省補佐
   相当職における女性割合
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部下職員の業務遂
行状況を日頃から的
確に把握するととも
に、特定の職員に業
務負荷がかからない
よう必要に応じて業
務量の平準化を図る
よう引き続き努める
こと。

➣ 本局による事務所業務の負担削減 推奨

災害対応や､その後の復旧･復興の業務につ
いて､事務所の業務量が突出している時は､本
局でもフォローする､という取組のほか､事務
所の復旧工事にかかる発注業務等でも本局で
対応をするといったフォローをして事務所の
負担を減らすなどにより､事務所に集中する
仕事を減らす取組をしていた｡

（北陸地方整備局）

取組状況

○ 超過勤務縮減のための取組

提示意見

(1) ワークライフバランス推進のための取組

職員の業務量が適
正となるよう業務の
廃止・縮小等を行い
、業務分担を明確化
するなど、より一層
の業務改善の推進に
努めること。

➣ 業務の集約化・平準化等への取組 推奨

令和２年度に「総務事務センター分室

」の運用を開始し、契約手続きの集約化
・効率化を進めているほか、役務発注の
集約化・平準化等を進めていた。（近畿
地方整備局）

○ 業務改善の更なる推進のための取組

取組状況 提示意見

監察事項①：「新しい日常｣への対応等も踏まえた働き方改革の一層の推進に関する取組



取得状況の見える化等

の工夫、休暇取得日数の

少ない部署や職員の業務

状況等の分析など、引き

続き計画的な休暇取得促

進に向けた取組を推進す

ること。

提示意見取組状況

➣ 休暇の取得促進に関する取組

すべての監察対象機関において、休暇の目標取得日数について職員へ周知し、月

に１日以上の「ポジティブ・オフ」取得や連続休暇の取得の推進など、職員に休暇

取得を促していたほか、所属長による部下職員の業務情報の共有・業務分担の工夫

などとともに、幹部が休暇取得を率先する観点から、幹部会等においてメンバーの

取得状況を共有するなど管理職員に対して休暇取得を促進、管理職員による職員へ

の積極的な休暇取得の働きかけ等により職員が休暇を取得しやすい環境の整備に努

めていた。

○ 休暇の取得促進のための取組
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子供が生まれた全ての男性
職員が１か月以上を目途に育
児に伴う休暇・休業を取得で
きることを目指して、男性職
員が育児休業等を取得しやす
い雰囲気の醸成を図るため、
職員本人、幹部職員・管理職
員は当然のこと、周りの職員
に対する更なる意識の啓発に
引き続き取り組むこと。

提示意見取組状況

➣ 男性の育児への参画推進に関する取組

育児休業、配偶者出産休暇、育児参加のための休暇等の制度についてイントラネッ

トへの掲載や、各種会議を通じての制度周知依頼などを行い、職員への周知に努め

ていた。また、省取組計画に基づき、令和７年までに男性職員の育児休業取得率の

目標を３０％とし､男性職員の配偶者出産休暇､育児参加のための休暇について全て

の男性職員が両休暇合計５日以上取得することを目標とすることに対し、その目標

達成に向け取り組んでいた。

○ 男性職員の育児休業、配属者出産休暇及び育児参加休暇の取得促進のための取組

監察事項①：「新しい日常｣への対応等も踏まえた働き方改革の一層の推進に関する取組



仕事と家庭の両立
や将来のキャリアに
悩む女性職員の意見
を幹部が共有できる
手段を講じ、引き続
き組織として改善に
向けた必要な対応に
努めること。

提示意見取組状況

➣ ｢キャリアサポート研修｣の計画･実施 推奨

女性職員向けに､ＷＬＢなど仕事と家庭の両
立について改めて考え､自らのキャリア形成､
キャリアアップについて意識しながら今後の
業務に取り組めるようになることを目的とし
た｢キャリアサポート研修｣を計画･実施するこ
とにより､女性職員間の人的ネットワークの形
成にも努め､また管内の女性職員が参加しやす
いよう､開催地に配慮しながら実施していると
のことであった｡（北陸地方整備局）

○ 女性の登用目標達成に関する取組

6

技術系女性職員の採
用数を増やすため、関
係府省や民間団体とも
連携して理工系大学を
志す女性を増やす取組
を強化するなど、引き
続き多様できめ細やか
な活動の実施に努める
こと。

提示意見取組状況

➣ 九州女性技術者の会（九ＷＥ会）の
活動 推奨

九州女性技術者の会（九ＷＥ会）の
枠組みを活用し、女性技術者の視点か
ら、次世代を担う小中学生やその親へ
建設業の魅力を伝えるための事例紹介
・課題や解決策等について意見交換し
ていた。（九州地方整備局）

○ 女性の採用拡大（女性技官採用））に関する取組

(2) 女性の活躍推進のための改革に関する取組

監察事項①：「新しい日常｣への対応等も踏まえた働き方改革の一層の推進に関する取組



【その他の取組事例の紹介】

監察事項①：「新しい日常｣への対応等も踏まえた働き方改革の一層の推進に関する取組

○幹部の仕事の仕方･意識改革

➣ 機関独自の取組計画 推奨

「全員参加型」の姿勢重視のもと、職員

間での議論を進め、「会議・打合せ等の見

直し」、「生産性の向上に資するテレワー

クの普及」及び「職員と管理職員とのコミ

ュニケーションの更なる活性化」などを柱

とする「国土交通大学校ＷＬＢ取組計画」

を策定した。（国土交通大学校）

○ ＩＣＴ環境整備の取組

➣遠隔技術の船舶検査・測度への導入 推奨

船舶検査について、本省が整備した遠隔

検査装置ＺＡＯ－Ｓ（ＰＣ、ビデオカメラ

、ＰＣ－カメラ間遠隔通信装置）を使用し

て一部の検査を実施しており、目視及び音

により遠隔検査を行えるものは、検査官が

現地に赴かずカメラ映像等で確認すること

により業務を効率化していた。また、新人

検査官等が現地で行う検査について、熟練

検査官が運輸局から遠隔で支援するなど技

術伝承にも寄与していた。（九州運輸局）

○会議の効率化に関する取組状況

➣手続き上、必要な会議で、関連する会議の
連続開 推奨

本局 港湾部局においては、建設コンサル

タント選定委員会と入札契約手続運営委員

会を別日開催としていたが、同日に連続開

催することとし、事務局・委員の負担を軽

減した。また、特定調達契約技術審査委員

会と入札契約手続運営委員会を別日開催と

していたが、同日に連続開催することとし

、事務局・委員の負担を軽減した。（近畿

地方整備局）
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監察事項①：「新しい日常｣への対応等も踏まえた働き方改革の一層の推進に関する取組

【監察対象機関の幹部職員（局長等）のコメント（主なもの）】

「働き方改革については、超勤を少なくするとか、数字の話だけでなく、仕事の中身について、自分たちはど
ういう仕事をしなければいけないのか、これをきちんと意識した方がよい。危機管理、災害対応などとともに
、地域の皆さんに信頼されていてこそ、仕事が円滑に進むと伝えている。現場の力がすべてである。誇りを
もって仕事をしてもらうという基本が大事なので、そこはしっかり伝えている。そのうえで、仕事の仕方をいか
に効率的にやるかという問題になるのではないか。」

「残業を減らすことや女性活躍などが重要であることは当然であるが、意味がある仕事、やる気が出るよう
な環境を作ること（まさに私たち幹部の仕事であるが）が働き方改革であると考える。」など。

⚫ 働き方改革の本質・基本認識

⚫ 仕事のやりがい

「（本省は若い人がたくさん辞めていると聞くが）地方では、コロナ禍による経済の疲弊が大きい中、自治体
の首長を訪問しても、観光、地域交通への期待は非常に高く、仕事のやりがいはいくらでも転がっている。例
えば、観光であれば、支援制度はたくさんあるが、自治体は活用のノウハウがなく、相談に乗ってくれる人を
切実に求めている。本来ならば個々にしっかりと寄り添ってアドバイスをしてあげられたらよいと思うが、特に
支局は人員が不足しており、（もし「観光〇〇」という肩書があったら引く手あまただろうと思うほどに）ニーズ
が大きいのに、人員が出せず、支援が行き届かず、極めて勿体ない状況だと思っている。」

「整備局の現場の仕事は、事業が目の前で動き、目的が明確な仕事がほとんど、地域の自治体・住民が喜
んでくれるなど手ごたえもあるので、若手職員はやりがいを感じやすいと思っている。」、「若手職員に、自分
たちの仕事がどのように評価されているかを認識させるため、地元首長と会う際、状況が許せば、あえて若
手をその場に同席させることも大事だと思っている。」など。 8



監察事項②：職員が誇りを持ち、協力し、適正に職務を遂行する力強い職場づくりに関する取組

◆ 監察のポイント
「服務規律の順守のための取組」及び「職務の重要性を認識し、士気高く誇りをもって
職務を行わせるための取組 及び職務の遂行に必要な能力を備えるための取組」について
監察を行い、各対象機関の取組状況を把握した。

＜職員が、公務員としての服務規律を守り、職務の重要性を認識し、士気高く誇りを持って 職務に当たるよう、
また、必要な能力を備えるようにするための取組 ＞

職務の重要性を認識し、士気高く誇りをもって
職務を行わせるための取組事例

服務規律の順守の取組事例

「職場の健康づくりポケットブック」（冊子
版又はスマホ版）の携帯を促し、日常業務や
生活において判断に迷った際の参考資料とし
て日常的に活用させるよう周知を図ることに
より、職員各自の知識習得の徹底に努めてい

た。（九州地方整備局）

開局から７０年を迎えるに当たって、若手・
中堅職員を中心に、当局の歴史や事業実施に
おける技術を調べ、それを国民に分かりやす
く紹介する手法を検討し、ホームページにお
いて公表する資料をまとめあげる取組が行わ
れていた。（北海道開発局）

9



〇機密情報管理の徹底に関する取組

◆ 監察のポイント
各監察対象機関において、入札契約事務に係るコンプライアンスの徹底に関して積極的
に取り組んでいたが、「コンプライアンス意識の徹底」及び「機密情報管理の徹底」に
ついて一部、内容が十分とは言い難い状況がみられた。

〇 コンプライアンス意識の徹底に関する取組

コンプライアンス推進計画等において
、全職員に年１回以上、入札契約事務
に係る講習会等を受講させることにつ
いて目標を設定すること

全職員の上記講習会等の受講状況を把
握すること など

全ての監察対象機関において、コンプライアンス推進計
画等において、全職員が年１回は入札契約事務に係るコ
ンプライアンス講習会等を受講することについて目標を
設定しており、全職員の講習会等の受講状況を把握して
いたが、一部の機関において、講習資料のメールによる
配布のみの対応が行われていた。

＜入札契約事務に係るコンプライアンスの徹底に関する取組：地方整備局、北海道開発局＞

提示意見取組状況
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監察事項②：職員が誇りを持ち、協力し、適正に職務を遂行する力強い職場づくりに関する取組

技術提案書等の工事の履行確認に必要
な情報について、処分履歴を管理簿に
記録することなどにより確実に処分し
たことが事後的に確認できる仕組を導
入すること

点検時には情報管理役職表が業務実態
に則しているか改めて確認すること

全ての監察対象機関において、工事の履行確認のために
必要な情報につき、適切に書類等の送付や管理、確実な
処分を行うこととしていたが、一部の機関において、書
類等が確実に処分されたかを確認できる仕組みまでは確
保されていなかった。

一部の監察対象機関において、点検結果報告書と情報管
理整理役職表の記載との間にわずかな齟齬がみられた。

提示意見取組状況



監察事項②：コンプライアンスの徹底に関する取組

◆ 監察のポイント
各監察対象機関において、許認可事務等に係るコンプライアンスの徹底等に関して積極
的に取り組んでいたが、一部の機関において文書の誤廃棄や誤交付等の不適切な事務処
理の事案が起きたことに鑑み、引き続き取組の改善に努めつつ、継続的に取り組むこと
が望まれる。

○研修等コンプライアンス意識の高揚に関する取組

係長や管理職への昇任時の研修では必ずコン
プライアンスに係る項目をコマに含める等定
期的かつ継続的に研修が行われるようにルー
ル化すること

各職員の研修受講状況を把握し、未受講者に
は次回に優先的に受講させるなど、全職員が
少なくとも年に１回以上研修を受講できるよ
う、フォローアップ体制を構築すること

全ての監察対象機関において、階層別研修等
でコンプライアンスに係る項目を入れて意識
の徹底に取り組んでいたが、幹部会議等随時
実施するものは受講状況が把握されていな
かった。

各職員にコンプライアンス意識が浸透するよ
う、具体的な不祥事事案を例に周知するなど
の工夫をしていた。

＜許認可事務等に係るコンプライアンスの徹底に関する取組：地方運輸局＞

提示意見取組状況
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監察事項②：職員が誇りを持ち、協力し、適正に職務を遂行する力強い職場づくりに関する取組

◆ 監察のポイント
「風通しの良い職場環境づくりのための取組」及び「ハラスメント防止のための取組」、
「メンタルヘルス向上の取組」について監察を行い、各監察対象機関の取組状況を把握
した。

＜職員同士が相互の理解を深め、協力して職務を遂行できる、コミュニケーションのとれた、
風通しの良い職場環境づくりに関する取組＞

風通しの良い職場環境づくりのための取組事例

新規採用後２年間の若手職員に対して先輩職
員（メンター）を選定し、定期的に面談等を
行うことで該当職員のメンタルケアを行う取
組が行われていた。

（北陸地方整備局）

メンタルヘルス向上の取組事例

局長と新規採用職員の懇談の場を設け、その
時々にあった話題を交わすことによって、幹
部ともコミュニケーションがとれる風通しの
良い職場環境づくりに取り組んでいた。

（四国運輸局）
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所属長から朝夕の挨拶や体調・業務への気配
りを行う電話連絡を行うなどのコミュニケー
ションの機会を積極的に増やすことにより、
若手職員にとっても、何でも相談できる風通
しの良い職場づくりに努めていた。

（豊岡河川国道事務所）



監察事項②：職員が誇りを持ち、協力し、適正に職務を遂行する力強い職場づくりに関する取組

〇令和３年度に発生した北海道開発局及び九州地方整備局における不正事案

北海道開発局における不正事案

13

北海道開発局の職員が、事業者からの依頼を受けて公表前
の発注情報を教示するなどして、刑法及び入札談合等関与行
為の排除及び防止並びに職員による入札等の公正を害すべ
き行為の処罰に関する法律違反の容疑で職員が逮捕、起訴さ
れ、有罪判決を受け懲戒免職

「北海道開発局発注業務に係る不正事案に関する報告書」

〇不正事案の発生要因
・事務所長等に求められるコンプライアンス意識の欠如
・管理職員等と事業者等との不適切な関わり
・入札手続における運用面の課題
・不正を未然に防げなかった職場環境

〇再発防止策の柱
・事務所長等へのコンプライアンス意識醸成の強化
・管理職員等と事業者等との接触に関するルールの強化
・入札手続における運用面の見直し
・不正の芽を見逃さない職場環境づくり

建設コンサルタントに対して「間違った仲間意識」を
持ってしまったことが要因ではないかと考えている
(幹部ヒアリングより)

九州地方整備局における不正事案

九州地方整備局の職員が、特定の業者に便宜を図り賄賂を
収受するなどして刑法違反（収賄）容疑で職員が逮捕、起訴さ
れ、有罪判決を受け懲戒免職

「九州地方整備局発注業務にかかる不正事案再発防止
に関する報告書」

〇不正事案の発生要因
・コンプライアンス意識の欠如
・事業者との不適切な接触
・海洋環境整備船等の修理等にかかる業務の特殊性
・不正を未然に防げなかった職場環境

〇再発防止策の柱
・コンプライアンス意識の一層の浸透
・事業者等との接触に関するルールの遵守

・海洋環境整備船等の修理等専門性の高い業務の標準化
・風通しが良く、不正の芽を見逃さない職場環境づくり

個人が経済的な事情などの個人的な動機をもとに起こ
した事案であり、また、当該職員に一人きりで、ある
特定の分野を任せきりだった(幹部ヒアリングより)

◆ 監察のポイント
再発防止対策の徹底を強く要請し、幹部ヒアリングを実施した。


